
平成１６年 ３月期   個別中間財務諸表の概要       平成 15 年 11 月 25 日 
上 場 会 社 名         ＪＵＫＩ株式会社     上場取引所  東 大 
コ ー ド 番 号           6440       本社所在地 東京都 
(ＵＲＬ  http://www.juki.co.jp) 
代  表  者 代表取締役社長 中村 和之 
問合せ先責任者 専 務 取 締 役 鈴木 惠喜  ＴＥＬ (03)3480－1111 
中間決算取締役会開催日  平成 15 年 11 月 25 日 中間配当制度の有無            有  

単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株)  
 
１． 15 年９月中間期の業績(平成 15 年４月１日～平成 15 年９月 30 日) 
(1) 経営成績                                (単位:百万円未満切捨) 

 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

           百万円          ％ 百万円           ％ 百万円          ％

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

34,174    △ 8.1  
37,177    △ 5.0

625   △ 50.2 
1,255   △ 30.6 

260     57.6 
165  △ 71.5 

15 年 3 月期 72,438          2,312           1,111          
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円         ％ 円   銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

194     136.9
△  527  △ 307.8

1  92 
△ 5  20 

15 年 3 月期 △1,210      △11  94 

 
 

(注)①期中平均株式数 15 年 9 月中間期 101,320,132 株 14 年 3 月中間期 101,361,103 株 15 年 3 月期 101,347,114 株 

②会計処理の方法の変更  無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
  

 円   銭 円   銭

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

0 00 
0 00 

－  
－  

  

15 年 3 月期 －  0 00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

104,836 
122,870 

19,246
18,880

18.4 
15.4 

189 97
186  28

15 年 3 月期 112,619 18,106 16.1 178  70
(注)①期末発行済株式数 15 年 9 月中間期 101,315,355 株 14 年 9 月中間期 101,355,963 株 15 年 3 月期 101,323,423 株 

  ②期末自己株式数  15 年 9 月中間期    60,635 株 14 年 9 月中間期   20,027 株 15 年 3 月期    52,567 株 

 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 72,000 2,600 1,500 0 00 0 00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  14 円 80 銭 

 ※上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提･見通し･計画に基づく予測が含まれておりま
す。世界経済･競合状況･為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値

と大幅に異なる可能性があります。 
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(６) 個 別 中 間 財 務 諸 表 等

１.　中 間 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

期　　別 

 科　　目

流　　動　　資　　産 48,225 55,192  △ 6,967 63,233

現 金 及 び 預 金 4,385 3,156 1,229 3,008

受 取 手 形 9,005 11,275  △ 2,269 16,408

売 掛 金 9,220 10,643  △ 1,423 10,054

有 価 証 券 66 437  △ 371 450

棚 卸 資 産 13,578 16,692  △ 3,114 20,059

短 期 貸 付 金 7,041 6,406 634 6,475

そ の 他 5,527 7,209  △ 1,681 7,432

貸 倒 引 当 金  △ 599  △ 629 29  △ 657

固　　定　　資　　産 56,610 57,426  △ 816 59,378

(有 形 固 定 資 産) (　 7,930 ) (　 8,270 ) (△ 340 ) (　 8,395 )

建 物 3,151 3,310  △ 158 3,164

機 械 装 置 830 857  △ 27 950

土 地 2,646 2,807  △ 160 2,817

そ の 他 1,302 1,295 6 1,462

(無 形 固 定 資 産) (　 1,408 ) (　 1,369 ) (　 38 ) (　 1,301 )

(投資その他の資産 ) (　 47,271 ) (　 47,785 ) (△ 514 ) (　 49,681 )

投 資 有 価 証 券 31,257 30,463 794 31,417

関 係 会 社 出 資 金 5,377 5,388  △ 11 7,379

長 期 貸 付 金 5,775 6,093  △ 317 6,756

長 期 滞 留 債 権 等 53 53 － 486

長 期 未 収 金 3,637 3,637 －       -

そ の 他 4,731 5,540  △ 808 5,512

貸 倒 引 当 金  △ 712  △ 719 7  △ 1,008

投 資 損 失 引 当 金  △ 2,849  △ 2,670  △ 178  △ 863

繰　　延　　資　　産 － － － 258

104,836 112,619  △ 7,783 122,870

資　産　の　部

資 産 合 計

平成15年3月31日平成15年9月30日
増　　減

当中間期 前　　期 前年中間期
平成14年9月30日
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(単位：百万円)

期　　別 

 科　　目

流　　動　　負　　債 58,125 63,148  △ 5,022 67,901

支 払 手 形 6,129 6,987  △ 858 6,531

買 掛 金 3,855 4,575  △ 720 7,376

短 期 借 入 金 42,168 44,994  △ 2,826 47,069

未 払 法 人 税 等 253 109 143 57

債 務保証損失引当金 104 － 104 －

賞 与 引 当 金 541 602  △ 61 618

そ の 他 5,073 5,878  △ 804 6,248

固　　定　　負　　債 27,463 31,365  △ 3,901 36,087

長 期 借 入 金 23,894 28,040  △ 4,145 30,093

退 職 給 付 引 当 金 3,179 2,868 311 5,562

役 員退職慰労引当金 173 217  △ 44 182

未 払 功 労 金 201 203  △ 2 214

そ の 他 13 33  △ 20 33

85,589 94,513  △ 8,924 103,989

9,941 9,941 － 9,941

6,900 6,900 － 6,900

 　　資 本 準 備 金 2,485 2,485 － 2,485

 　　そ の 他 資 本 剰 余 金 4,415 4,415 － 4,415

2,560 2,333 227 3,015

任 意 積 立 金 300 300 － 300

中 間 未 処 分 利 益 2,260 2,033 227 2,715

△ 139  △ 1,056 916  △ 971

△ 15  △ 12  △ 3  △ 5

19,246 18,106 1,140 18,880

104,836 112,619 △ 7,783 122,870

(注)1. 有形固定資産の減価償却
累計額

2. 銀行借入等に対する保証
債務残高

3. 受 取 手 形 割 引 高

4. 仮払消費税等および預り消費税等は相殺のうえ、流動資産のその他に含めて表示しております。

負 債 ・ 資 本 の 部

当中間期 前　　期
増　　減

前年中間期
平成15年9月30日 平成15年3月31日 平成14年9月30日

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

3,826 百万円 5,841 百万円

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

2,545 百万円

（ 当 中 間 期 ）（ 前 期 ） （ 前 年 中 間 期 ）

25,654 百万円

11,963 百万円 14,588 百万円 15,219 百万円

25,736 百万円 25,772 百万円
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２. 中 間 損 益 計 算 書
(単位：百万円)

期　　別

 科　　目 金  額

％

34,174 100.0 37,177 100.0 72,438 100.0

 24,099 70.5 25,651 69.0 49,765 68.7

10,074 29.5 11,526 31.0 22,673 31.3

9,448 27.7 10,270 27.6 20,360 28.1

625 1.8 1,255 3.4 2,312 3.2

954 987 1,865

658 165 808

350 323 522

1,963 5.7 1,475 4.0 3,196 4.4

 

871 837 1,713

583 846 1,553

742 673 755

130 208 376

2,328 6.8 2,565 6.9 4,398 6.1

260 0.7 165 0.5 1,111 1.5

74 47 190

655 8 8

－ － 1,646

37 － 25

－ － 2,112

8 －    －

776 2.3 56 0.2 3,984 5.5

226 6 129

30 － 2,463

－ 36 71

38 838 1,923

－ － 145

178 27 1,835

104 － －

11 114 111

589 1.7 1,023 2.8 6,679 9.2

447 1.3 △ 801 △ 2.1 △ 1,583 △ 2.2

252 0.7 △ 274 △ 0.7 205 0.3

－ － － － △ 578 △ 0.8

194 0.6 △ 527 △ 1.4 △ 1,210 △ 1.7

2,033 1,814 1,814

－ 1,428 1,428

32 － －

2,260 2,715 2,033

(注) 1.当中間期及び前年中間期における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているため、
 　  　法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。

 　　2.減価償却実施額     (当中間期)   (前年中間期) 　　      (前    期)
有 形 固 定 資 産 316 百万円 340 百万円 721 百万円
無 形 固 定 資 産 216 百万円 203 百万円 394 百万円

売 上 高

％

売 上 総 利 益

売 上 原 価

％

百分比百分比 金  額 百分比

前　　　　期

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

前 年 中 間 期

自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

当  中  間  期

金  額

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

受 取 手 数 料

そ の 他

計

支 払 利 息

営 業 外 費 用

割 賦 債 権 割 引 料

為 替 差 損

そ の 他

計

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

関 係 会 社 出 資 金 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

計

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損

厚 生 年 金 基 金 解 散 益

そ の 他

債務保証損失引当金繰入額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金 取 崩 高

合併による未処分利益受入額

棚 卸 資 産 処 分 損

関 係 会 社 整 理 損

計

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

そ の 他
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1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

移動平均法による原価法

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。）

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

総平均法による原価法

最終仕入原価法

(3) デリバティブ

時　価　法

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

おります。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建　　物 ５～50年

機械装置 ２～12年

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

特定の債権については個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

(3) 債務保証損失引当金

おります。

(4) 賞与引当金

(5) 退職給付引当金

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

(6) 役員退職慰労引当金

４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

５. リース取引の会計処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

商品･製品･仕掛品 ………………………

原材料･貯蔵品 …………………………

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

なお、会計基準変更時差異については、10年による按分額を費用処理しております。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上しております。

関係会社に対する投資の損失に備えるため、財政状態等を勘案し、必要と認めた額を計上しております。

関係会社に対する債務保証の損失に備えるため、財政状態等を勘案し、必要と認めた額を計上して

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

定率法により償却しております。但し､平成10年４月１日以降取得した建物(建物付属設備は除く)

については定額法によっております。

子会社及び関連会社株式 ………………

その他有価証券 (時価のあるもの )……

その他有価証券 (時価のないもの )……

また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年均等償却によって

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年 )に

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額を計上しております。

債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

定額法 に よ り 償 却 し て お り ま す 。 な お 、 主 な 償 却 年数 は 、 機 器 と 一 体 と な っ て 販 売 さ れ る

ソフトウェアは有効期間(５年)に基づく毎期均等額以上、自社利用のソフトウェアは社内の利用可能

期間である５年であります。
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６. ヘッジ会計の方法

７. 消費税等の会計処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（当中間期） （前年中間期） （前  期）

１．

788 百万円 706 百万円 464 百万円

422 266 140

365 439 323

2,677 百万円 2,605 百万円 2,652 百万円

1,349 1,122 1,320

1,328 1,483 1,332

1,350 百万円 1,303 百万円 1,349 百万円

500 269 372

849 1,033 976

２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 1,106 百万円 1,097 百万円 1,045 百万円

１ 年 超 1,550 2,088 1,717

合    計 2,657 3,186 2,763

３．支払リース料 648 百万円 594 百万円 1,168 百万円

減価償却費相当額 623 571 1,121

支払利息相当額 23 29 52

４．

ます。

５．

オペレーティング・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 186 百万円 186 百万円 186 百万円

１ 年 超 449 635 542

合    計 635 821 728

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

期 末 残 高 相 当 額

期 末 残 高 相 当 額

リース取引の注記

有価証券関係

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法によっております。

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする、定額法によっており

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

その他（工具器具備品）

無形固定資産(ソフトウェア)

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を

採用しております。

税抜方式を採用しております。

期 末 残 高 相 当 額

機 械 装 置
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